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の 来年度からコンビニで納税が可能に

Q :来年度からコンピニなどで地方税の納

付ができるようになると聞いたのですが、本

当ですか。

A ●
● 政府の構造改革の一環として、来年度

から私人による地方税の収納事務が認められ

ます。これによって、コンビニエンスストア

等での納税が可能になる見通しです。

【解説】

政府が10月11日に公表した「構造改革特区

推進プログラム」によると、全国において実

施することが時期・内容ともに明確な規制改

革事項の一つとして、「コンビニエンススト

ア等の私人が、地方税の収納事務を取り扱え

ることとする」とされています。

これまで公金の収納事務については、地方

自治法で「金融機関を指定して取り扱わせる」

ものとされていて、金融機関以外の私人は、

一部の手数料等を除き、取り扱いができない

ことになっていました。

しかし、店舗数が多く営業時間も長いコン

ビニ等で納税できれば便利だという声が納税

者の側からあがっており、自治体の側でも事

務の効率化や徴収率の向上が期待できるため、

このたびの規制緩和が実現したものです。

具体的には、平成15年の4月以降、自治体で

関係条例を改正した上で、地方税の収納取り

扱いを希望する私人と契約を交わして、収納

事務を委託することになる見通しです。なお 、

プライバシー保護のため、事務の委託を受け

た私人には守秘義務が課せられることになる

ようです。
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